
子育てや教育に関する経済的負担の軽減第１節

ア　幼児教育・保育の無償化【こども家庭庁、
文部科学省】
2019 年 10 月より、３歳から５歳までの

こどもの保育所等の利用料の無償化を実施す
るとともに、０歳から２歳までのこどもにつ
いては住民税非課税世帯を対象として無償化
を実施している。こども家庭庁では、子育て
世帯の負担軽減や、全てのこどもに質の高い
教育・保育を受ける機会の確保に取り組んで
いる。

イ　義務教育段階の就学援助の実施（再掲）
【文部科学省】
参照 　第１章第４節（教育の支援）オ

ウ　高校生等への修学支援による経済的負担
の軽減（再掲）【文部科学省】
参照 　第１章第４節（教育の支援）カ

エ　高等教育費の負担軽減【文部科学省】
2020 年度から、低所得者世帯の学生を対

象として、大学等の授業料・入学金の減免と
給付型奨学金の支給を行う「高等教育の修学
支援新制度」を開始し、本制度を着実に実施
している。2024年度からは中間所得世帯の
うち、こども３人以上を扶養する多子世帯及
び私立理工農系の学生へ対象の拡大を行うと
ともに、2025年度からは多子世帯について、
所得制限なく、国が定める一定額まで、大学
等の授業料等の減免を行っている。

第 3 章
子育て当事者への支援に関する重要事項

幼児教育・保育の無償化

「新しい経済政策パッケージ」等の決定
に基づき、これまで段階的に推進してきた
取組を一気に加速し、幼児教育・保育の
無償化を実現するため、2019年通常国会
（第 198回国会）において、子ども・子育
て支援法の一部を改正する法律（令和元年
法律第７号）が成立した。これを受けて、

2019 年 10月の消費税率引上げによる財
源を活用することにより、2019 年 10 月
から、３歳から５歳までのこども及び０歳
から２歳までの住民税非課税世帯のこども
についての幼稚園、保育所、認定こども園
等の利用料が無償化された。
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資料：学びたい気持ちを応援します　高等教育の修学支援新制度（文部科学省ホームページ）
URL：https://www.mext.go.jp/kyufu/index.htm

無利子奨学金の貸与基準 30）

【対象学校種】
大学、短期大学、大学院、高等専門学校、

専門学校
【学力基準（大学、短期大学、高等専門学校、
専門学校）】
高校成績3.5以上又は本人の所属する学

部（科）の上位３分の１以内（住民税非課
税世帯等の学生等については、成績が基準
に満たない場合でも、進学意欲等が面談や
レポートによって確認できれば対象となる。）
【学力基準（大学院修士段階）】

成績が特に優れ、将来、研究者又は高度

の専門性を有する職業人として適格な者
【学力基準（大学院博士課程）】

成績が特に優れ、将来、研究者として適
格な者
【家計基準（大学、短大、高等専門学校、
専門学校）】
原則、生計維持者の年収により判定（4 

人世帯で年収約 800 万円以下が目安。）
【家計基準（大学院）】

本人（いれば配偶者も含む。）の収入年
額により判定（修士段階約 300万円以下、
博士課程約 340万円以下が目安。）

28）https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/index.htm�
29）https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/1420041.htm
30）https://www.jasso.go.jp/shogakukin/about/taiyo/taiyo_1shu/index.html

高等教育の修学支援新制度 28）

【対象学校種】
大学、短期大学、高等専門学校（４・５

年生）、専門学校
【支援対象となる学生等】

住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯
の学生等（※）
（※）�原則、生計維持者及び本人の年収に

より判定（４人世帯で年収約 600万
円以下が目安）

（※）�年収 380 万円～ 600 万円の世帯に
ついては、多子世帯や私立理工農系

の学生が対象
（※）�多子世帯の学生は、所得制限なく、

大学等の授業料等減免の支援対象
【採用時の学業要件】

高校までの成績のみで判断するのではな
く、進学先で学ぶ意欲が確認できれば対象
となる。
【支援を受けられる大学等】

要件を満たしていることを文部科学大臣
等が確認した大学等の一覧を文部科学省
ホームページ 29）に掲載している。
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また、独立行政法人日本学生支援機構が実
施する貸与型奨学金について、貸与基準を満
たす希望者全員への貸与を確実に実施してい
る。

学資の支給及び貸与、留学生交流の推進、
大学等が行う学生生活支援の促進等、日本人
学生及び外国人留学生に対する支援施策を総
合的に実施する学生支援の中核機関。
URL：https://www.jasso.go.jp/

独立行政法人
日本学生支援機構

キーワード

オ　児童手当の拡充【こども家庭庁】
こども家庭庁では、加速化プランに基づき、

児童手当法（昭和 46年法律第 73号）を改
正し、①所得制限を撤廃する、②支給期間を
高校生年代までに延長する、③多子加算につ

いて第３子以降３万円とする、④支払月を年
３回から隔月（偶数月）の年６回とする抜本
的拡充を 2024年 10月から実施している。

カ　地方公共団体の医療費等の負担軽減を図
る取組【厚生労働省】
厚生労働省では、こどもの医療機関等での

受診時の窓口負担を軽減する制度が、おおむ
ね全ての自治体で実施されていること等を踏
まえ、こうした制度を実施する自治体に対す
る国民健康保険の国庫負担の減額調整措置を
2024年４月から廃止した。また、社会保障
審議会などにおける、適正な抗菌薬使用など
を含む、こどもにとってより良い医療の在り
方に関する意見などを踏まえ、こどもの保護
者に対して適切な受診を促す周知・啓発を実
施している自治体数を増加させるため、自治
体に対するインセンティブ付与の取組を実施
した。

31）https://www.jasso.go.jp/shogakukin/oyakudachi/document/shogakukin-simulator.html�

進学資金シミュレーター 31）

日本学生支援機構の奨学金の対象となる
世帯年収については、家族構成等によって
異なるところ、日本学生支援機構が提供し

ている進学資金シミュレーターにより支援
対象となるか確認可能。

国民健康保険の国庫負担の減額調整措置

自治体が実施する制度により医療機関等
での受診時の窓口負担が軽減される場合
に、国民健康保険財政に与える影響や限ら
れた財源の公平な配分等の観点から、負担

軽減に伴い増加する医療費分を考慮し、国
から自治体への交付金を減額する制度のこ
と。
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キ　物価高対応子育て応援手当の給付【こど
も家庭庁】
こども家庭庁では、2025 年 11 月 21 日

に閣議決定された「『強い経済』を実現する
総合経済対策」に基づき、物価高の影響が長
期化しその影響が様々な人々に及ぶ中、特に、
その影響を強く受けている子育て世帯を力強
く支援し、我が国のこどもたちの健やかな成
長を応援する観点から、０歳から高校３年生
までのこどもに１人当たり２万円の物価高対
応子育て応援手当を支給することとした。

ク　国民健康保険における子育て世帯の保険
料の負担軽減【厚生労働省】
2022 年４月から、未就学児に係る均等割

保険料について、その５割を公費（国 1/2、
都道府県 1/4、市町村 1/4）により軽減す
る措置を講じているところ、2027年４月か
ら、子育て世帯の更なる負担軽減のため、当
該軽減措置の対象を高校生年代まで拡充する
こととしている。

ア　地域子ども・子育て支援事業の推進【こ
ども家庭庁】
こども家庭庁では、身近な場所に子育て親

子が気軽に集い、交流することができる場の
提供や、子育てに関する相談・援助、地域の
子育て関連情報の提供、子育て及び子育て支
援に関する講習を行う「地域子育て支援拠点
事業」、乳幼児や小学生等のこどもを有する
子育て世帯等を会員として、こどもの預かり
の援助を受けたい者と当該援助を行いたい者
との相互援助活動に関する連絡、調整等を行
う「子育て援助活動支援事業（ファミリー・
サポート・センター事業 32））」、こどもやそ
の保護者、妊娠している人が身近な場所で教
育・保育・保健その他の子育て支援事業を適
切に選択し円滑に利用できるよう、情報収集
と提供、必要に応じた相談・助言などを行う
とともに、関係機関との連絡調整などを行う
「利用者支援事業 33）」、身近な場所で気軽に
相談ができる「地域子育て相談機関」の設置

を推進している。そのほか、家庭支援事業を
含む子ども・子育て支援法の「地域子ども・
子育て支援事業」について、財政支援を行う
とともに、市町村において計画的な事業の提
供体制を図っている。

イ　妊婦のための支援給付の推進（再掲）【こ
ども家庭庁】
参照 　�第２章第１節（妊娠前から妊娠期、

出産、幼児期までの切れ目ない保健・
医療の確保）ケ

ウ　こども家庭センターの体制整備（再掲）
【こども家庭庁】
参照 　�第１章第６節（児童虐待防止対策等

の更なる強化）ア

エ　体罰等によらない子育てのための広報啓
発【こども家庭庁】
こども家庭庁では、11月の「秋のこども

地域子育て支援、家庭教育支援第２節

32）実施市区町村数（2024年度）：1,009市区町村�
33）実施か所数（2024年度）：3,952か所（基本型・特定型・こども家庭センター型）

資料：しつけ？体罰？これってどっち？？
URL：https://kodomoshien.cfa.go.jp/no-gyakutai/no-taibatsu/
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まんなか月間」の取組の一つとして「オレン
ジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン」
を実施し、「こどもの虐待防止推進全国フォー
ラムwith ほっかいどう」や特設ウェブサイ
ト等により、体罰等によらない子育てのため
の広報啓発活動を行った。

オ　一時預かり事業の実施【こども家庭庁、
文部科学省】
保育所等を利用していない家庭において

も、日常生活上の突発的な事情や社会参加な
どにより、一時的に家庭での保育が困難とな
る場合がある。また、核家族化の進行や地域
のつながりの希薄化などにより、育児疲れに
よる保護者の心理的・身体的負担を軽減する
ための支援が必要とされている。
こうした需要に対応するため、こども家庭

庁及び文部科学省では、保育所、幼稚園、認
定こども園その他の場所において児童を一時
的に預かることで、安心して子育てができる
環境の整備を図るため、「一時預かり事業」
を推進している。

カ　安全で質の高いベビーシッターの利用促
進【こども家庭庁】
育児等が原因となる離職を防止し、仕事と

子育ての両立を支援する観点から、
①�ベビーシッターを利用する家庭の利用実態
や保育ニーズについての調査

②�ベビーシッターが認可外保育施設指導監督
基準の有資格者要件を満たすための研修機
会や、有資格者要件を満たしたベビーシッ
ター向けの更なる研鑽

さん
のための研修機会の

拡充
③�認可外保育施設指導監督基準への適合状況
等を掲載するプラットフォームを構築し、
利用者が安心して選択できるための情報提
供

といった取組を通じて、安全で質の高いベ
ビーシッターの利用促進を行うこととしてい
る。

キ　家庭教育支援の推進【文部科学省】
文部科学省では、身近な地域において保護

者が家庭教育に関する学習や相談ができる体
制が整うよう、地域の多様な人材を活用した
家庭教育支援チーム等による保護者への学習
機会の提供やアウトリーチ型の支援等、地域
の実情に応じた家庭教育支援を行う地方公共
団体の取組を推進した。

ア　男性の育児休業取得支援等を通じた「共
働き・共育て」の推進【厚生労働省】
厚生労働省は、2024年５月に成立した改

正法 34）において、男性労働者の育児休業等
取得率を公表する義務の対象を常時雇用する
労働者数が 1,001 人以上の事業主から 301
人以上の事業主に拡大する見直し及び次世代
育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120

号）に基づく一般事業主行動計画について、
数値目標の設定や PDCAサイクルの確立を
法律上の仕組みとして位置付ける見直しを行
い、2025 年４月に施行された。また、仕事
と子育てを両立できる環境づくりに関する国
の支援事業の実施や、働き続けながら子育て
等をしやすい職場環境づくりに取り組む企業
への助成金の支給を行っている。さらに、男

共働き・共育ての推進、男性の家事・
子育てへの主体的な参画促進・拡大

第３節

34）�育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律�
（令和６年法律第42号）
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性育休の大幅な取得増等に対応できるよう、
雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）を
改正し、2024年度から育児休業給付に係る

国庫負担割合を、2025年度から育児休業給
付に係る保険料率の設定方法を、それぞれ見
直した。

仕事と子育てを両立できる環境づくりに関する国の支
援事業

・�「共働き・共育て推進事業」を実施し、
企業に対しセミナーの開催・研修資料等
の活用促進により、また労働者に対して
も意識啓発資料の情報発信、啓発セミナー
の開催等により、特に共育てに向けた社
会的気運の醸成に取り組んでいる。

・�「中小企業育児・介護休業等推進支援等

事業」を実施し、中小企業で働く労働者
の育児休業取得や休業後の円滑な職場復
帰による継続就業の支援、次世代育成支
援対策推進法に基づく一般事業主行動計
画の策定等の支援のほか、仕事と育児を
両立する柔軟な働き方の導入支援等を
行っている。

次世代育成支援対策推進法の改正内容

・�仕事と子育てを両立しやすい職場づくり
のために作成する計画（事業主行動計画）
について、数値目標の設定や PDCA サ
イクルの確立を法律上の仕組みとして位
置付けた。

・�「男女ともに仕事と子育てを両立できる
職場」を目指す観点から、事業主行動計
画に記載することが望ましい内容を示
す、「行動計画策定指針」を見直した。

働き続けながら子育て等をしやすい職場づくりに取り
組む企業への助成金

・�両立支援等助成金については、男性労働
者の育児休業取得を支援する「出生時両
立支援コース」及び育児休業の円滑な取
得・復帰を支援する「育児休業等支援
コース」・「育休中等業務代替支援コース」
を 2025 年度においても引き続き実施、
2025 年 10 月より「柔軟な働き方選択
制度等支援コース」の支給要件を見直し、
子の看護等休暇制度有給化支援及び中学
校修了までの子を養育する労働者が利用

できる措置とした場合の加算措置を創設
した。

・�2026 年度から、「出生時両立支援コー
ス」及び「育休中等業務代替支援コース」
の支給対象等を拡大するとともに、「柔
軟な働き方選択制度等支援コース」では
障害児等を養育する労働者が、子が 18
歳になる年度末まで利用できる措置とし
た場合の加算措置の創設を行うこととし
ている。
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イ　育児期を通じたニーズに応じた柔軟な働
き方の促進【厚生労働省】
厚生労働省は、2024 年５月に成立した、

男女ともに希望に応じ仕事と子育てを両立で
きるようにするための改正法 35）において、事
業主に対して、子の看護休暇の見直し、所定
外労働の制限（残業免除）の延長、３歳まで
のテレワーク導入（努力義務）を課すこととし、
2025年４月に施行された。また、2025年
10月より、柔軟な働き方を実現するための措
置の拡充及び妊娠・出産の申出時やこどもが
３歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立
に係る個別の意向の聴取とその意向への配慮
を事業主に義務付けることとした。

ウ　多様な働き方と子育ての両立支援【厚生
労働省】
子育て期における仕事と育児の両立支援を

進め、多様な働き方を効果的に支える雇用の
セーフティネットを構築する観点から、雇用

保険法を改正し、2028 年 10 月より、現在
雇用保険が適用されていない週所定労働時間
10時間以上 20時間未満の労働者について
も失業給付や育児休業給付等を受給できるよ
う、新たに適用対象とすることとした。

エ　長時間労働の是正【厚生労働省】
厚生労働省では、労働基準法で定められて

いる「罰則付きの時間外労働の上限規制」や
「年５日の年次有給休暇の時季指定義務」な
どが着実に遵守されるよう、全ての労働基準
監督署に設置している労働時間相談・支援班
や、47都道府県に設置している「働き方改
革推進支援センター」による相談支援を行っ
ている。

35）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律�

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の拡充

・�子の看護休暇の見直し：こどもが病気な
どになったときに仕事を休める制度（子
の看護休暇）について、感染症による学
級閉鎖等や入園（入学）式及び卒園式の
場合にも利用できるようにし、これまで
は小学校に入るまでのこどもを育てる労
働者を対象としていたものを、小学３年
生が終わるまで利用可能とした。

・�所定外労働の制限（残業免除）の延長：
子育てをする労働者が請求した場合に、
企業は残業を免除しなければならない制
度について、これまでは３歳になるまで
のこどもを養育する労働者を対象として
いたものを、こどもが小学校に入るまで
利用可能にした。

・�３歳までのテレワーク導入（努力義務）：
企業は、３歳になるまでのこどもを養育
する労働者に、テレワーク勤務を認める
ように努めなければならないこととした。

・�柔軟な働き方を実現するための措置：３
歳から小学校に入るまでのこどもを養育
する労働者に対して、企業は、①始業時
刻等の変更、②テレワーク等、③保育施
設の設置運営その他これに準ずる便宜の
供与、④養育両立支援休暇の付与、⑤短
時間勤務制度の中から、職場の労働者の
ニーズを把握しつつ２つ以上の制度を選
択して措置し、その中から労働者が１つ
を選択できるようにする措置を講じなけ
ればならないこととした。

賃金や労働時間、休日に関する規定など、
労働の最低基準を定める法律。

労働基準法

キーワード
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オ　投資家の評価を利用した両立支援等の多
様で柔軟な働き方の推進【経済産業省】
経済産業省では、2025 年度は、昨年度に

引き続き「なでしこ銘柄」の調査項目に、両
立支援に資すると考えられる設問を設け、両
立支援に積極的に取り組む企業を「Next な
でしこ 共働き・共育て支援企業」として 23
社選定した。
また、「なでしこ銘柄」選定企業の経営戦

略における女性活躍の位置付けと具体的な取
組内容や、「Next なでしこ 共働き・共育て
支援企業」の共働き・共育てに関する取組内
容等を事例集として公開した。

カ　農業経営体等における子育て期の女性が
働きやすい環境整備【農林水産省】
農林水産省では、男女別トイレや託児ス

ペース等の整備などの取組に対する支援を
行っているほか、社員やアルバイトとして雇
う農業者に対して、１日に何時間働くか、週
に何日休むかといった就業に関するルールの
設定、家族全員が働きやすい就業環境などに
ついて家族間の十分な話し合いに基づき取り
決める家族経営協定の締結、地域における育
児と農作業のサポート活動等の支援を通じ、
子育て期の女性も働きやすい環境整備を推進
している。 

賃金、労働時間、労働者の安全と健康の確
保などについての相談の受付、監督、指導な
どの事務を行う機関。

労働基準監督署

キーワード

主に中小企業の事業主を対象に、法令に関
する知識や労務管理体制についての相談への
対応や支援を行う。

労働時間相談・支援班

キーワード

中小企業・小規模事業者を対象に、働き方
改革全般について、労務管理等の専門家が相
談対応・訪問コンサルティングなどを行う。

働き方改革推進
支援センター

キーワード

資料：女性活躍に優れた上場企業を選定「なでしこ銘柄」（経済産業省ホームページ）
URL：https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/nadeshiko.html

なでしこ銘柄

女性活躍推進に優れた上場企業を「中長
期の企業価値向上」を重視する投資家に
とって魅力ある銘柄として紹介することを
通じて、そうした企業に対する投資家の関

心を一層高め、各社の取組を加速化してい
くことを目的に行う取組で、2012年度か
ら経済産業省と東京証券取引所が共同して
選定・発表している。
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図表 3-3-1 託児スペースの環境整備の例

キ　ワークライフバランス推進のための働き
方改革【内閣官房、総務省　等】
各府省等では、国家公務員について、「国

家公務員の女性活躍とワークライフバランス
推進のための取組指針」及び各府省等が策定
した取組計画に基づき、働き方改革、長時間
労働の是正、育児・介護等と両立して活躍で
きるための改革等に係る総合的かつ計画的な
取組を推進している。取組計画に基づく取組
状況について、毎年度フォローアップしてい
る。
総務省では、地方公務員について、ワーク

ライフバランス推進のための働き方改革が一
層推進されるよう、地方公共団体の取組状況
を把握・分析して助言するとともに、先進的
な取組事例の情報提供や専門家の派遣などを
行うことを通じて、地方公共団体の積極的な
取組を促進している。

ク　子育てとキャリア形成の両立支援【内閣
官房、人事院、総務省　等】
各府省等では、国家公務員について、育児

期等を含め本人の意向を踏まえつつ管理職に
向けた職務経験を積ませるなどの柔軟な人事
管理、両立支援制度を利用しながらのキャリ
ア形成への支援、テレワークやフレックスタ

イム制等を活用した柔軟な働き方の推進によ
り、男女問わず子育てとキャリア形成を両立
しながら働きやすい環境整備を進めている。
総務省では、地方公務員について、子育て

とキャリア形成の両立支援が一層推進される
よう、地方公共団体の取組状況を把握・分析
して助言するとともに、先進的な取組事例の
情報提供や専門家の派遣などを行うことを通
じて、地方公共団体の積極的な取組を促進し
ている。

ケ　男性職員の育児休業等の取得促進【内閣
官房、総務省　等】
各府省等では、国家公務員について、こど

も未来戦略の目標達成に向け、「国家公務員
の女性活躍とワークライフバランス推進のた
めの取組指針」及び「国家公務員の男性職員
による育児に伴う休暇・休業の取得促進に関
する方針」等に基づき、職場全体の意識改革
に加え、上司からの取得の働きかけ等のマネ
ジメント改革等により育児休業等の取得を推
進している。
総務省では、地方公務員について、男性職

員の育児休業等が一層推進されるよう、地方
公共団体の取組状況を把握・分析して助言す
るとともに、先進的な取組事例の情報提供や
専門家の派遣などを行うことを通じて、地方
公共団体の積極的な取組を促進している。

コ　出生後休業支援給付の創設【厚生労働省】
厚生労働省では、夫婦ともに働き、育児を

担う「共働き・共育て」を推進するため、雇
用保険法を改正し、2025年４月より、両親
がともに育児休業を取得した場合に、既存の
育児休業給付と合わせて休業開始前賃金の手
取り 10割相当を支給する出生後休業支援給
付を創設した。

資料：「育児休業等給付について」（厚生労働省ホームページ）
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000135090_00001.html
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サ　育児時短就業給付の創設【厚生労働省】
厚生労働省では、夫婦ともに働き、育児を

担う「共働き・共育て」の推進や、子の出生・
育児休業後の労働者の育児とキャリア形成の
両立支援の観点から、育児中の柔軟な働き方
として、男女ともに時短勤務制度を選択しや
すくするため、雇用保険法を改正し、2025
年４月より、子が２歳未満の期間に時短勤務
を選択した場合に支給する育児時短就業給付
を創設した。

シ　家事負担を軽減するサービスの適切な利
活用に向けた環境整備【経済産業省】
人手不足等が進展する我が国において、働

く人がライフイベントやキャリア形成を両立
する上で直面する家事負担等の軽減は、企業
における多様な人材の活躍を後押しする観点
から重要であり、経済産業省では、家事支援
サービスを含むライフステージを支えるサー
ビスの普及促進につなげるポータルサイト、
メディア等を通じた広報事業を実施し、家事
支援サービスの利用を促進した。

出生後休業支援給付

子の出生直後の一定期間内（男性は子の
出生後８週間以内、女性は産後休業後８週
間以内）に、雇用保険の被保険者とその配
偶者の両方が 14日以上の育児休業を取得
する場合に、最大 28 日間、休業開始前賃
金の 13％相当額を給付するもの。休業開

始前賃金の 67％相当額（181日目以降は
50％相当額）を給付する育児休業給付と
合わせて、給付率80％（育児休業期間中は、
社会保険料が免除されるため、手取りでは
10割相当）となる。

育児時短就業給付

雇用保険の被保険者が、２歳未満の子を
養育するために、時短勤務をしている場

合に、時短勤務中に支払われた賃金額の
10％を支給するもの。

資料：�ライフデザイン経営・ライフデザインサービス普及促進ポータルサイト�
（経済産業省ホームページ）

URL：https://lifestage-service.go.jp/
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ア　ひとり親家庭への経済的支援（再掲）【こ
ども家庭庁】
参照 　第１章第４節（経済的支援）ア

イ　ひとり親家庭に対する子育て・生活支援
（再掲）【こども家庭庁】
参照 　�第１章第４節（生活の安定に資する

ための支援）ウ

ウ　ひとり親家庭の就労支援（再掲）【こど
も家庭庁】
参照 　�第１章第４節（保護者に対する職業

生活の安定と向上に資するための就
労の支援）ウ

エ　こどもの生活支援の強化（再掲）【こど
も家庭庁】
参照 　�第１章第４節（生活の安定に資する

ための支援）イ

オ　ひとり親家庭及び低所得子育て世帯のこ
どもの学習支援（再掲）【こども家庭庁】
参照 　第１章第４節（教育の支援）エ

カ　相談支援体制の強化（再掲）【こども家
庭庁】
参照 　�第１章第４節（必要な支援を促す取

組）ア

キ　ひとり親支援ポータルサイトの開設・充
実（再掲）【こども家庭庁】
参照 　�第１章第４節（保護者に対する職業

生活の安定と向上に資するための就
労の支援）サ

ク　官公民の連携プロジェクト・国民運動の
展開（再掲）【こども家庭庁】
参照 　�第１章第４節（こどもの貧困に対す

る社会の理解促進）ア

ケ　養育費確保支援・親子交流支援（再掲）【こ
ども家庭庁】
参照 　第１章第４節（経済的支援）イ

コ　離婚後も共同親権を選択可能とすること
を含む法改正に関する周知・広報【法務省】
父母の離婚に直面する子の利益を確保する

ためには、父母が離婚後も適切な形で子の養
育に関わり、その責任を果たすことが重要で
ある。このような観点から、2024年５月に
成立した民法等の一部を改正する法律（令和
６年法律第 33号。以下この節において「改
正法」という。）では、離婚後も父母双方を
親権者と定めることを可能とするとともに、
父母双方が親権者である場合の親権の行使方
法に関する規律を設けるなどの見直しが行わ
れた。法務省では、このような改正法の趣旨、
内容を広く周知するため、パンフレットや
ウェブサイト、動画等による情報提供を行っ
た。また、関係府省庁等連絡会議において、
改正法に関するＱ＆Ａ形式の解説資料を作成
し、関係府省庁等が連携して、この資料も活
用した自治体、関係機関等への周知・広報に
取り組んだ。改正法は、2026年４月１日に
施行された。

サ　養育費の支払確保及び安全・安心な親子
交流の実現に向けた法改正に関する周知・
広報【法務省】
養育費の支払確保や適切な形での親子交流

の継続は、こどもの健やかな成長のために非
常に重要である。改正法は、養育費の支払を
確保する観点から、養育費の取決めをせずに
協議離婚をした場合に、離婚の時から引き続
きこどもの監護を主として行う父母が、他方に
対して暫定的に一定額の養育費（法定養育費）
を請求することができるようにする新たな制度
を設けるとともに、養育費の債権に優先権（先
取特権）を付与し、公正証書などの債務名義

ひとり親家庭への支援第４節
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がなくても、父母間で養育費について取り決
めた文書に基づいて民事執行手続の申立てが
できるようにするなどの制度の見直しを行って
いる。また、改正法は、安全・安心を確保しつ
つ適切な親子交流を実現する観点から、婚姻
中の父母の別居時における親子交流の規定や、
家事審判等の手続における親子交流の試行的
実施の規定を設けるなどの見直しも行ってい
る。法務省では、養育費の支払確保及び安全・
安心な親子交流の実現に向けた新たな制度や
規定について周知し、その活用を促すため、パ
ンフレットやウェブサイト、テレビコマーシャ
ル、動画等による情報提供を行った。改正法は、
2026年４月１日に施行された。

シ　養育費及び親子交流の取決めに関する周
知・広報【法務省】
両親の離婚によって親と離れて暮らすこと

となったこどもが、その後も健やかに成長し
ていけるよう、父母は、離婚のときにこども
の養育費や親子交流などこどもの養育に必要
な事項について話し合って取決めをしておく
ことが重要である。そこで、法務省では、養
育費や親子交流などについての知識や養育計
画書の作り方を分かりやすく解説したパンフ
レットを作成し、市区町村の窓口で離婚届と
一緒に、離婚を考えている父母に配布するな
どした。
また、離婚を考えている父母に向けて養育

費や親子交流の取決めの重要性などを分かりや
すく説明した動画「リコンの時に知っておきた
い大切なこと」を配信したほか、父母の離婚で
悩んでいるこども向けのサイト「家族のことで
悩んでいるあなたへ」を公開している。

ス　養育費や親子交流に関する調査研究の実
施【法務省】
こどもの養育費や親子交流などこどもの養

育に必要な事項については、父母が離婚のと
きに話し合って取決めをしておくことが、こ
どもの健やかな成長のために重要であるが、
父母が取決めをしないまま離婚することが多
い。また、養育費の取決めをしたものの、支
払がされないケースも多い。そこで、法務省
では、養育費や親子交流などこどもの養育に
必要な事項について取り決める養育計画書を
作成するために必要な情報や、専門的な法律
知識がなくても養育費請求のための裁判手続
の申立てに必要な資料を自ら作成できるよう
にするために必要な情報を分かりやすく伝え
る方法を研究し、市区町村に協力してもらい
効果を検証した。

こどもを育てるために必要な費用のことを
いう。こどもが自立するまでに必要な衣食住
に掛かる費用、教育費、医療費などが含まれる。

養育費

キーワード

 親子交流とは、こどもが、離れて暮らすこ
とになった親と会って話をしたり、一緒に遊
んだり、電話、ビデオ通話、SNS 等で連絡を
取り合ったりすることをいう。

親子交流

キーワード

資料：リコンの時に知っておきたい大切なこと
URL：https://www.youtube.com/watch?v=2IRXV2oePDY

資料：お父さん・お母さんが別れるのかな…　～家族のことで悩（なや）んでいるあなたへ～
URL：https://www.moj.go.jp/MINJI/top-child.html
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図表 3-3-2 共同養育計画の作成促進に関する調査研究概要資料

法務省・令和７年度「共同養育計画の作成促進に関する調査研究」

【目的】
令和８年５月までの民法等改正法の施行に向けて、離婚時に父母が子の養育計画（養育費や
親子交流も含む離婚後の子育てに関する取り決め）を作成することを促進するための情報
提供、支援の在り方の検討

【前年度までの経緯】
令和６年度「離婚後の子の養育計画に関する調査研究」（弊社受託）では、養育計画書や
作成の手引きのモデルを開発（自治体等における試行でも概ね好評）
指摘された課題
①親子の置かれている類型ごとの養育計画書モデルの検討
②自治体内、職種間の連携によるネットワーク型、伴走型の支援の在り方の検討

【令和７年度調査研究の内容】
・法学者２名、心理学者１名、弁護士２名の合議体により、上記２課題等を検討
・地方自治体（規模の異なる２か所を想定）と協力・連携し、支援モデルを作成
→ 来年度以降、支援に関する関係府省庁等の予算事業で継続・横展開につなぐ

業務受託者

自治体の複数部署
（戸籍窓口、
ひとり親支援、
ＤＶ）

弁護士等
法律家

カウンセラー等
心理職

支援団体
（親子交流、
ＤＶ被害者）

児童相談所

裁判所

【提案したい支援モデルのイメージ】

教育委員会等
学校関係者

・ネットワーク会議においてそれぞれの支援における悩みや、目詰まりポイントを共有
・具体的な相談等があった場合に、ネットワークを活用して必要な支援につなぐ
※養育費に関し、ネットワークモデルを提案する
先行調査研究あり。有益であるとして調査研
究後もネットワークを維持している例もある。

警察
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